
東京都における火山防災対策

東京都総務局総合防災部



2

東京都の火山

常時観測火山（※）は7島ある（伊豆大島、新島、
神津島、三宅島、八丈島、青ヶ島）
（※）火山防災のために監視・観測体制の充実等の必要がある

火山として火山噴火予知連絡会が選定。気象庁が24時間
体制で観測・監視

〇都には全国111の活火山（※）のうち、21の火山が存在し、全て島しょ地域に存在
〇居住者がいるのは8島（伊豆大島、利島、新島、神津島、三宅島、御蔵島、八丈島、青ヶ島）。特に活動が活発なのは伊
豆大島と三宅島で、この100年間で伊豆大島が3回、三宅島が4回噴火し、噴石、火山灰、溶岩流及び火山ガスによ
る直接・間接の被害や住民の避難が発生している。
※概ね過去1万年以内に噴火した火山及び現在活発な噴気活動のある火山として火山噴火予知連絡会が定義した火山



活動火山対策特別措置法 S48年（H27改正・H28改正法施行）

火山の爆発その他の火山現象により著しい被害を受け、又は受けるおそれがあると認め
られる地域等で、以下の措置等を講じ、当該地域における住民、登山者その他の者の生
命及び身体の安全並びに住民の生活及び農林漁業、中小企業等の経営の安定を図ること

【国】
①活動火山対策の総合的な推進に関する基本的な指針を策定
【地方自治体】
②警戒避難体制の整備、避難施設等の整備及び降灰除去事業の実施促進

目的

基本指針
の策定
【国】

火山災害警戒
地域の指定
【国】

警戒避難体制の整備を特に推進すべき地域の指定
（常時観測火山周辺地域を想定）
都では６火山（伊豆大島、新島、利島、神津島、八丈島、青ヶ島）

活動火山対策の推進に関する基本指針の策定
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火山防災対策の体系（活動火山対策特別措置法）



【都道府県】
①火山現象の発生・推移に関する情報の収集・伝達、予警報の 発令・伝達
②市町村の②、③を定める際の基準
③避難・救助に関する広域調整

【市町村】

①火山現象の発生・推移に関する情報の収集・伝達、予警報の発令・伝達
②立退きの準備等避難について市町村長が行う通報等（噴火警戒レベル）
③避難場所・避難経路
④集客施設・要配慮者利用施設の名称・所在地
⑤避難訓練・救助

【市町村長の周知義務】
火山防災マップの配布等により、避難場所等、警戒避難の確保に必要な事項を周知

火山防災
協議会
【都・町村】

噴火シナリオ
噴火に伴う現象と及ぼす影響の
推移を時系列に整理したもの 噴火警戒レベル

噴火活動に応じた
入山規制、避難等火山ハザードマップ

噴火に伴う現象が及ぼす範囲
を地図上に示したもの

火山避難計画
避難場所、避難経路、
避難手段等を示したもの

地域防災計画
に定める事項
【都・町村】

住民周知
【町村】

目的②の達成のため、自治体は協議会を設置し、専門的知見も取り入れ検討

【必須】都道府県・市町村、気象台、地方整備局等、火山専門家、警察、消防

【任意】観光関係団体等（観光協会、交通・通信事業者、環境事務所、森林管理局等）
構成員

協議事項
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火山防災対策の体系（活動火山対策特別措置法）



地域防災計画 火山編の作成
〇東京都地域防災計画に火山編を作成（H30年修正）

〇総則、災害予防計画、災害応急・復旧対策計画、富士山噴火降灰対策について記載

火山防災協議会（伊豆大島、新島、神津島、三宅島、八丈島、青ヶ島）
〇活動火山対策特別措置法に基づき、想定される火山現象の状況に応じた警戒避難体制の整備に関し必要な協議

を行うため、伊豆諸島の6火山（伊豆大島、新島、神津島、三宅島、八丈島及び青ヶ島）ごとに、東京都、関
係町村、国、火山専門家などにより構成する協議会を設置。（H28年4月）

【開催実績】伊豆諸島6火山防災協議会合同会議（H28年～R3年）
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火山観測体制の整備
〇伊豆諸島（大島を除く）の各島に地震計や傾斜計などの観測システムを設置し、火山の状態を観測

〇都の観測データは気象庁へ提供し、各島に設置されている国、研究機関の観測データと相互利用

〇都で設置した火山観測機器は、利島、新島などの8島で、地震計22台、震度計8台、傾斜計3台、水位・水温計
3台、地熱計3台

東京都における火山防災対策



伊豆大島火山避難計画（R２年10月）
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〇火山防災協議会では各島の火山避難計画について、
協議・作成

〇概要、想定される火山活動、平時からの備え、避
難計画について記載

火山防災協議会（伊豆大島、新島、神津島、三宅島、八丈島、青ヶ島）



◆火山防災協議会は設置したH28年度からR２年度まで年１回程度、計５回開催
◆火山防災協議会の下に、火山現象検討部会・避難計画検討部会を設置し議論
◆ R２年度に伊豆諸島６火山全ての火山避難計画策定が完了。一連の警戒避難体制（噴火シナリオ、

火山ハザードマップの作成、噴火警戒レベル等の整備）について整理

◆令和３年以降、住民周知などの普及啓発を一層推進

火山 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３以降

伊 豆 大 島
三 宅 島

八 丈 島
青 ヶ 島

新 島
神 津 島

避難計画策定

避難計画策定ハザードマップ・噴火警戒レベル導入

ハザードマップ・噴火警戒レベル導入

火山防災マップ作成

避難計画の不断の検証

普及啓発の強化
・火山防災マップの作成

・シンポジウムの開催

・普及啓発コンテンツの展開

避難計画策定
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活動火山対策特別措置法に基づき、想定される火山現象の状況に応じた警戒避難体制の整備に関し必要
な協議を行うため、伊豆諸島の6火山（伊豆大島、新島、神津島、三宅島、八丈島及び青ヶ島）ごとに、東京
都、関係町村、国、火山専門家などにより構成する火山防災協議会を設置（H28年4月22日設置）

伊豆諸島6火山防災協議会
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〇伊豆諸島を訪れる観光客や住民向けに、噴
火の被害から身を守るための備えとして活用
していただくために作成
〇伊豆諸島の火山※を紹介するとともに、火
山噴火時の防災対応について記載

※伊豆諸島でも特に噴火の可能性が高い有人島（伊豆大
島、新島、式根島、神津島、三宅島、八丈島、青ヶ島）
を対象とする。

※式根島は新島の噴火警戒レベルで噴火が想定される範
囲内に位置しており、新島が噴火した場合に被害を受け
る可能性がある。

伊豆諸島の活火山～噴火からあなたの身を守るために～ （リーフレット）
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伊豆諸島の活火山～噴火からあなたの身を守るために～ （リーフレット）
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伊豆諸島の活火山～噴火からあなたの身を守るために～ （リーフレット）


